
【公共事業関係費】
新規事業採択箇所数

直轄事業 14

補助事業等 23

ダム事業 直轄・公団事業 8

補助事業等 4

186

海岸事業 補助事業等 32

直轄・公団事業 19

補助事業等 105

土地区画整理事業 29

市街地再開発事業等 27

都市再生推進事業 26

まちづくり総合支援事業 79

直轄事業 10

補助事業等 14

直轄・公団事業 1

補助事業等 1

82

34

6

住宅地区改良事業 5

8

8

密集住宅市街地整備促進事業 4

下水道事業 43

96

都市基盤整備公団事業 1

合　　　　計 865
注１）

注２）

注３）

【その他施設費】
新規事業採択箇所数

官庁営繕事業 9

小笠原諸島振興開発事業 2

船舶建造事業 3

合　　　　計 14

住宅市街地整備総合支援事業

航路標識整備事業

鉄道防災事業

河川事業

道路・街路事業

空港整備事業

住宅宅地関連公共施設等総合整備事業

都市・幹線鉄道整備事業

港湾整備事業

平成１５年度予算に向けた新規事業採択時評価について

事　　　業　　　区　　　分

砂防事業等

都市公園事業

市街地再開発事業等の箇所数は、市街地再開発事業、都市再開発関連公共施設整備促進事業の箇所数の合計
数。
都市再生推進事業の箇所数は、都市再生区画整理事業、都市再生交通拠点整備事業、都市再生総合整備事業、都
市防災総合推進事業の合計数。

都市基盤整備公団事業は、公団が自ら企画立案し、国の許認可を得て実施する事業。

事　　　業　　　区　　　分
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